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回次
第44期

第１四半期連結
累計期間

第45期
第１四半期連結

累計期間
第44期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （百万円） 11,033 11,346 50,936

経常利益又は　　　　　　

経常損失（△）
（百万円） △138 270 △2,900

親会社株主に帰属する四半

期純利益又は親会社株主に

帰属する四半期(当期)純損

失（△）

（百万円） △300 174 △3,449

四半期包括利益又は

包括利益
（百万円） △285 217 △3,360

純資産額 （百万円） 7,807 4,944 4,732

総資産額 （百万円） 34,054 34,429 34,953

１株当たり四半期純利益又
は１株当たり四半期(当
期)純損失（△）

（円） △6.30 3.66 △72.16

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.9 14.3 13.5

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２．第45期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。第44期第１四半期連結累計期間及び第44期の潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

（継続企業の前提に関する重要事象等について）

　当社グループでは、前連結会計年度において、新電力事業における電力調達コストが大幅に上昇したことから、

重要な営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象または状況が存在しておりました。

　当社グループは、当該状況を解消すべく、前連結会計年度において相対調達の範囲内で供給契約を行う方針に変

更し、電力需給契約の新規申し込みを停止するとともに、採算の見込めない相対卸の契約を更新せず2022年３月で

終了いたしました。また、当第１四半期連結累計期間において、電力小売契約のうち不採算案件について、他社へ

の取次契約への移行活動が概ね完了しております。 

　これらの対応により、電力調達にかかる価格変動リスクは大幅に低減したため、当第１四半期連結累計期間にお

きましては、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益を計上しております。

　しかしながら、資源価格の高騰が続いている状況等もあり、利益水準が従来の水準よりも低く、依然として業績

の見通しに一定の不確実性を伴う状況であることから、当第１四半期連結累計期間においても継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しているものと認識しております。

　一方で、資金面では、金融機関に対し説明を行うことで資金支援へのご理解を頂き、必要資金を既に調達済であ

り、一部の借入金で生じている財務制限条項への抵触についても、期限の利益喪失の請求権を行使しないことにつ

いての合意を得ております。

　以上により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間（2022年４月１日～６月30日）におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染拡

大で停滞していた経済活動において回復の兆しが見えてきたものの、ロシアのウクライナ侵攻の影響などにより原

油や物価が高騰しており、依然として先行き不透明な状況で推移しました。このような社会情勢において、当社グ

ループでは、新型コロナウイルス感染防止の徹底を継続し、各事業基盤の強化・拡大を図りながら事業を継続して

まいりました。

　なお、事業部門の組織改編を2022年６月１日付けで実施したことにより、当第１四半期連結累計期間より報告セ

グメントの区分を変更し、以下の前年同期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替え

た数値で比較分析しております。ただし、戸建住宅向け太陽光発電システム事業の「（新）ＳＥ事業部門」並びに

法人向け太陽光発電システム事業の「ＰＶ事業部門」は、実務上前年同期の数値を組み替えることが困難なため前

期比較を記載しておりません。

　売上高につきましては、当第１四半期よりＳＥ事業部門を立ち上げ、戸建てに特化した太陽光発電システム販売

による売上高が加わったこともあり、グループ全体の売上高は11,346百万円（前年同期比2.8％増）となりまし

た。

　利益につきましては、前期の苫小牧発電所の法定点検による減収及び修繕費を計上した反動もあり、グループ全

体の損益は、341百万円の営業利益（前年同期は102百万円の営業損失）、270百万円の経常利益（前年同期は138百

万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は174百万円（前年同期は300百万円の親会社株主に帰属す

る四半期純損失）となりました。

　当第１四半期連結累計期間の各セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

①ＨＳ（ホーム・サニテーション）事業部門

　ＨＳ事業部門では、新型コロナウイルス感染防止対策の徹底を継続しながら、事業拡大を図ってまいりました。

「基礎補修・家屋補強工事」が前年同期比12.7％減となったものの、「白蟻防除施工」が前年同期比6.3％増、

「床下・天井裏換気システム」が前年同期比3.3％増となりました。この結果、売上高は3,344百万円（前年同期比

1.4％増）となりました。

　営業損益は、出店等に伴う人員増により人件費等の固定費が増加したため、651百万円の営業利益（前年同期比

9.1％減）となりました。
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②ＥＳ（エスタブリッシュメント・サニテーション）事業部門

　ＥＳ事業部門では、積極的な人員の増加や新規出店による業容拡大により、ビル・マンション等のオーナー及び

管理会社等提携先との関係を強化してまいりました。「建物防水塗装補修施工」が前年同期比85.6％増、「建物給

排水補修施工」が前年同期比9.6％増となりましたが、主力商品である「防錆機器取付施工（商品名：ドールマン

ショック）」が前年同期比29.0％減となりました。この結果、売上高は547百万円（前年同期比8.1％減）となりま

した。

　営業損益は、出店等に伴う人員増により人件費等の固定費が増加したため、13百万円の営業損失（前年同期は43

百万円の営業利益）となりました。

③ＳＥ（ソーラー・エンジニアリング）事業部門（戸建住宅向け太陽光販売部門）

　ＳＥ事業部門では、当第１四半期連結累計期間より、戸建てに特化した太陽光発電システム販売に注力する事業

部門として新しく立ち上げてまいりました。この結果、売上高は401百万円となりました。

　営業損益は、新事業部門としての立ち上げに伴う費用の影響もあり、44百万円の営業損失となりました。

④ＰＶ事業部門（法人向け太陽光販売部門）

　ＰＶ事業部門では、当第１四半期連結累計期間より、組織改編により企業・法人向けに特化した太陽光発電シス

テムの販売体制となり、太陽光発電システム等の施工、メンテナンス、太陽光機器の卸販売に注力し、計画通りの

売上高で推移しました。この結果、売上高は1,691百万円となりました。

　営業損益は、組織改編に伴うＳＥ事業部門との人員の再配置により販売管理費が減少したものの、材料資材等の

価格上昇により原価率が上がったため、67百万円の営業損失となりました。

⑤新電力事業部門

　新電力事業部門では、卸電力取引市場の価格高騰等による調達コストの大幅な上昇により、採算性の確保が困難

であると判断し、前下半期より事業縮小を進めてまいりました。電力調達にかかる価格変動リスクを解消すべく、

電力需給契約の新規申し込みの停止、電力小売契約の一部を取次契約へ移行を進めた結果、前第４四半期連結会計

期間（2022年１月１日～３月31日）の売上高に比べ68.2％減となったものの、前年同期に比して電力単価が高く、

供給量が増えていたことにより、売上高は1,289百万円（前年同期比10.8％増）となりました。

　営業損益は、新電力事業の小売契約の移行手続きが進んだ結果、電力調達にかかる価格変動リスクは低減できた

ものの、電力市場単価の低かった前年同期に比して調達コストが依然として高かったことにより、28百万円の営業

損失（前年同期は106百万円の営業利益）となりました。

⑥環境資源開発事業部門

　環境資源開発事業部門では、一部工場において比較的単価の高い廃棄物の受入量が減少したことにより「プラス

チック燃料」が前年同期比6.8％減となりました。一方、受入量の増加により「埋立処理」が前年同期比21.9％

増、「廃液処理」が前年同期比5.6％増となり、「発電所売上」が前期は苫小牧発電所において４月の法定点検で

発電を停止した反動により前年同期比23.5％増となりました。この結果、売上高は4,071百万円（前年同期比0.8％

増）となりました。

　営業損益は、前期の苫小牧発電所の法定点検による減収及び修繕費を計上した反動により、710百万円の営業利

益（前年同期比308.0％増）となりました。

（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は34,429百万円となり、前連結会計年度末比で524百万円減少しました。

主な要因は、現金及び預金が1,249百万円増加し、受取手形及び売掛金が1,891百万円減少したためであります。

　負債合計は29,485百万円となり、前連結会計年度末比で736百万円減少しました。主な要因は、未払消費税等が

増加したことで流動負債のその他が385百万円増加しましたが、支払手形及び買掛金が581百万円、短期借入金が

341百万円、未払法人税等が179百万円それぞれ減少したためであります。

　純資産合計は4,944百万円となり、前連結会計年度末比で212百万円増加しました。主な要因は、親会社株主に帰

属する四半期純利益174百万円を計上したためであります。

　その結果、自己資本比率については、前連結会計年度末13.5％に対し、当第１四半期連結会計期間末は14.3％と

なりました。

（３）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
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セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ＥＳ事業部門 41 －

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

（５）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、74百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（６）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

当第１四半期連結累計期間において、生産実績について著しい変動があったものは、次のとおりであります。

(注) １．金額は、製造原価によっております。

 ２．ＥＳ事業部門における生産高は、防錆機器であり、外部調達の一部を前期中から自社で製造してお

ります。

②受注実績

当第１四半期連結累計期間において、受注実績について著しい変動はありません。

③販売実績

当第１四半期連結累計期間において、販売実績について著しい変動はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 163,500,000

計 163,500,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 48,919,396 48,919,396

東京証券取引所

プライム市場

福岡証券取引所

単元株式数

100株

計 48,919,396 48,919,396 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当する事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当する事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当する事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年４月１日～
2022年６月30日

－ 48,919 － 14,041 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の発行済株式については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないため、直前の基準日である2022年３月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 1,114,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,735,300 477,353 －

単元未満株式 普通株式 69,296 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 48,919,396 － －

総株主の議決権 － 477,353 －

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,800株（議決権の数

188個）含まれております。

　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
(％)

(自己保有株式)

株式会社サニックス

福岡市博多区博多駅東

２丁目１番23号
1,114,800 － 1,114,800 2.27

計 － 1,114,800 － 1,114,800 2.27

②【自己株式等】

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,914 5,163

受取手形及び売掛金 6,593 4,701

商品及び製品 81 142

未成工事支出金 201 283

原材料及び貯蔵品 2,462 2,746

その他 1,453 1,472

貸倒引当金 △154 △147

流動資産合計 14,551 14,363

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,818 2,745

機械装置及び運搬具（純額） 4,235 4,237

土地 8,314 8,308

その他（純額） 1,013 1,079

有形固定資産合計 16,382 16,370

無形固定資産 701 662

投資その他の資産 ※ 3,318 ※ 3,032

固定資産合計 20,401 20,066

資産合計 34,953 34,429

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,798 3,216

短期借入金 10,151 9,809

１年内返済予定の長期借入金 386 386

１年内償還予定の社債 200 200

未払金 2,964 2,899

未払法人税等 307 128

賞与引当金 273 403

再資源化費用等引当金 8 7

その他 3,627 4,012

流動負債合計 21,718 21,063

固定負債

社債 700 700

長期借入金 2,297 2,201

役員退職慰労引当金 4 4

処分場閉鎖費用引当金 732 763

退職給付に係る負債 1,963 1,986

その他 2,805 2,765

固定負債合計 8,503 8,421

負債合計 30,221 29,485

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 14,041 14,041

資本剰余金 1 -

利益剰余金 △7,995 △7,823

自己株式 △1,481 △1,481

株主資本合計 4,566 4,736

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 43 42

為替換算調整勘定 100 144

退職給付に係る調整累計額 △0 △0

その他の包括利益累計額合計 142 186

非支配株主持分 22 21

純資産合計 4,732 4,944

負債純資産合計 34,953 34,429
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

売上高 11,033 11,346

売上原価 7,294 7,266

売上総利益 3,738 4,080

販売費及び一般管理費 3,841 3,738

営業利益又は営業損失（△） △102 341

営業外収益

受取利息 4 4

受取配当金 1 1

受取地代家賃 15 15

その他 13 23

営業外収益合計 35 45

営業外費用

支払利息 57 77

その他 13 38

営業外費用合計 71 116

経常利益又は経常損失（△） △138 270

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△138 270

法人税、住民税及び事業税 147 57

法人税等調整額 14 39

法人税等合計 162 97

四半期純利益又は四半期純損失（△） △301 173

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △1

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△300 174

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △301 173

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2 △0

為替換算調整勘定 16 44

退職給付に係る調整額 1 0

その他の包括利益合計 15 43

四半期包括利益 △285 217

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △285 218

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △1

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。

（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移

行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グル

ープ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以

下「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務

対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

投資その他の資産 555百万円 446百万円

（四半期連結貸借対照表関係）

※  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前第１四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年６月30日）

減価償却費 306百万円 430百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結損益
計算書
計上額

（注）３

ＨＳ
事業部門

ＥＳ
事業部門

ＳＥ
事業部門

ＰＶ
事業部門

新電力
事業部門

環境資源
開発

事業部門
計

売上高

外部顧客へ
の売上高

3,297 595 － 1,798 1,156 4,037 10,884 148 11,033 － 11,033

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

－ － － － 8 － 8 － 8 △8 －

計 3,297 595 － 1,798 1,164 4,037 10,892 148 11,041 △8 11,033

セグメント
利益又は損
失（△）

716 43 － △150 106 174 890 △71 819 △921 △102

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額

（注）２

ＨＳ
事業部門

ＥＳ
事業部門

ＳＥ
事業部門

ＰＶ
事業部門

新電力
事業部門

環境資源
開発

事業部門
計

売上高

外部顧客へ
の売上高

3,344 547 401 1,691 1,289 4,071 11,346 － 11,346 － 11,346

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

－ － － － － － － － － － －

計 3,344 547 401 1,691 1,289 4,071 11,346 － 11,346 － 11,346

セグメント
利益又は損
失（△）

651 △13 △44 △67 △28 710 1,208 － 1,208 △866 341

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年６月30日）

　１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．その他は、他社との協業による戸建て住宅を対象とした太陽光発電と電力小売りをセットにした事業であ

ります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用921百万円であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

４.顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、当第１四半期連結会計期間より「注記事項（収益認識関

係）」に変更しております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年６月30日）

　１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用866百万円であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　２. 報告セグメントの変更等に関する情報

　当社グループは、事業間シナジーの追求による成長促進を目的とした組織改編を行いました。これに伴い、当第１

四半期連結会計期間より報告セグメントの区分をＨＳ事業部門、ＥＳ事業部門、ＳＥ事業部門、ＰＶ事業部門、新電

力事業部門、環境資源開発事業部門の区分で開示しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づ

き作成しております。

　ただし、「（旧）ＳＥ事業部門」に含めていた戸建住宅向け太陽光発電システム事業は、必要な財務情報を遡って

作成し「（新）ＳＥ事業部門」に含めることが実務上困難であるため、「ＰＶ事業部門」に含めております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
ＨＳ

事業部門
ＥＳ

事業部門
ＳＥ

事業部門
ＰＶ

事業部門
新電力
事業部門

環境資源
開発

事業部門
計

売上高

白蟻防除施工 1,049 － － － － － 1,049 － 1,049

床下・天井裏
換気システム

794 － － － － － 794 － 794

基礎補修・
家屋補強工事

557 － － － － － 557 － 557

防錆機器取付
施工

－ 313 － － － － 313 － 313

建物給排水
補修施工

－ 157 － － － － 157 － 157

建物防水塗装
補修施工

－ 28 － － － － 28 － 28

太陽光発電
システム

－ － － 1,759 － － 1,759 － 1,759

太陽光発電シ
ステム卸販売

－ － － 17 － － 17 － 17

売電収入 － － － － 1,156 － 1,156 － 1,156

プラスチック
燃料

－ － － － － 2,617 2,617 － 2,617

発電所売上 － － － － － 610 610 － 610

廃液処理 － － － － － 484 484 － 484

埋立処理 － － － － － 205 205 － 205

その他 895 95 － 21 － 120 1,133 148 1,281

顧客との契約
から生じる収
益

3,297 595 － 1,798 1,156 4,037 10,884 148 11,033

外部顧客への
売上高

3,297 595 － 1,798 1,156 4,037 10,884 148 11,033

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年６月30日）

（注）　当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更していることから、前第１四半期連結累計

期間の数値を変更後の区分に組み替えております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
ＨＳ

事業部門
ＥＳ

事業部門
ＳＥ

事業部門
ＰＶ

事業部門
新電力
事業部門

環境資源
開発

事業部門
計

売上高

白蟻防除施工 1,115 － － － － － 1,115 － 1,115

床下・天井裏
換気システム

821 － － － － － 821 － 821

基礎補修・
家屋補強工事

486 － － － － － 486 － 486

防錆機器取付
施工

－ 223 － － － － 223 － 223

建物給排水
補修施工

－ 172 － － － － 172 － 172

建物防水塗装
補修施工

－ 52 － － － － 52 － 52

太陽光発電
システム

－ － 401 1,628 － － 2,029 － 2,029

太陽光発電シ
ステム卸販売

－ － － 39 － － 39 － 39

売電収入 － － － － 1,289 － 1,289 － 1,289

プラスチック
燃料

－ － － － － 2,438 2,438 － 2,438

発電所売上 － － － － － 753 753 － 753

廃液処理 － － － － － 511 511 － 511

埋立処理 － － － － － 251 251 － 251

その他 920 99 － 23 － 117 1,161 － 1,161

顧客との契約
から生じる収
益

3,344 547 401 1,691 1,289 4,071 11,346 － 11,346

外部顧客への
売上高

3,344 547 401 1,691 1,289 4,071 11,346 － 11,346

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年６月30日）
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項　目
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
△6円30銭 3円66銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

(百万円)

△300 174

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益又は親会社株主に帰属する四半期

純損失　(百万円)

△300 174

普通株式の期中平均株式数（千株） 47,804 47,804

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。なお、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年8月10日

株式会社サニックス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

福岡事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宮本　芳樹

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 照屋　洋平

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サニック

スの2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2022年4月1日から2022年6月30日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サニックス及び連結子会社の2022年6月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　宗政　寛は、当社の第45期第１四半期（自2022年４月１日　至2022年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


